
【導入の経緯】
○ 佐賀県では、回復期がどの程度不足しているのかを分析するため、定量的な基準を作成し、医療機能や供給量を把握する目
安として地域医療構想調整会議で活用している。
○ こうした先進事例を踏まえ、厚生労働省は、地域医療構想調整会議の議論を活性化させる観点から、地域の実情に応じた定
量的な基準を作成するよう各都道府県に対して求めた（平成３０年８月１６日通知）。

【背景】
○ 病床機能報告は、各医療機関が定性的な基準を参考に医療機能を病棟単位で県に報告する制度である。
○ 回復期機能に該当する病棟は、回復期リハビリテーション病棟や地域包括ケア病棟に限定されるという誤解がある。
○ また、病棟単位の報告のため、急性期と報告された病棟においても、回復期の患者が一定数入院し、回復期の医療が提供さ
れていることが考えられる。
○ 以上のことから、詳細な分析や検討が行われないまま、回復期機能を担う病床が各構想区域で大幅に不足していると誤解させ
る事態が生じているという指摘がある。

定量的な基準の導入について

（参考）定性的な基準
高度急性期：急性期の患者に対し、状態の早期安定化に向けて、診療密度が特に高い医療を提供する機能
急 性 期 ：急性期の患者に対し、状態の早期安定化に向けて、医療を提供する機能
回 復 期 ：急性期を経過した患者への在宅復帰に向けた医療やリハビリテーションを提供する機能

特に、急性期を経過した脳血管疾患や大腿骨頚部骨折等の患者に対し、ＡＤＬの向上や在宅復帰を目的としたリハビ
リテーションを集中的に提供する機能（回復期リハビリテーション機能）

慢 性 期 ：長期にわたり療養が必要な患者を入院させる機能
長期にわたり療養が必要な重度の障害者（重度の意識障害者を含む）、筋ジストロフィー患者又は難病患者等を入院
させる機能
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※平成３０年２月９日　平成２９年度医療計画策定研修会　資料４－２

佐賀県
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